
１．平成26年３月期第３四半期の連結業績（平成25年４月１日～平成25年12月31日）

（注）当社は、平成25年10月1日に単独株式移転により設立されたため、前期実績はありません。

（２）連結財政状態

（注）当社は、平成25年10月1日に単独株式移転により設立されたため、前期実績はありません。

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

（注２）当社は、平成25年10月1日に単独株式移転により設立されたため、前期実績及び当第２四半期までの実績はあり

ません。

３．平成26年３月期の連結業績予想（平成25年４月１日～平成26年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無

（注２）当社は、平成25年10月1日に単独株式移転により設立されたため、対前期増減率については日本カーリット

（株）の前期実績との比較となっております。

平成26年３月期 第３四半期決算短信〔日本基準〕（連結）
平成26年2月4日

上場会社名 カーリットホールディングス株式会社 上場取引所 東

コード番号 4275 ＵＲＬ http://www.carlithd.co.jp/

代表者 （役職名）代表取締役会長兼社長 （氏名）出口 和男

問合せ先責任者 （役職名）取締役兼常務執行役員 （氏名）廣橋 賢一 ＴＥＬ 03-6893-7070

四半期報告書提出予定日 平成26年2月14日 配当支払開始予定日 －

四半期決算補足説明資料作成の有無：無

四半期決算説明会開催の有無 ：無

（百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年３月期第３四半期 28,976 － 922 － 1,005 － 539 －

25年３月期第３四半期 － － － － － － － －

（注）包括利益 26年３月期第３四半期 1,250百万円（－％） 25年３月期第３四半期 －百万円（－％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

26年３月期第３四半期 26.21 －

25年３月期第３四半期 － －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

26年３月期第３四半期 40,668 18,382 45.2 892.73

25年３月期 － － － －

（参考）自己資本 26年３月期第３四半期 18,382百万円 25年３月期 －百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

25年３月期 － － － － －

26年３月期 － － －

26年３月期（予想） 9.00 9.00

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 41,000 9.1 1,800 30.0 1,900 24.5 1,100 △31.0 53.42



※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

新規 －社 （社名）－、除外 －社 （社名）－

（注）詳細は、添付資料3ページの「2.サマリー情報（注記事項）に関する事項（１）当四半期連結累計期間に

おける重要な子会社の異動」をご覧ください。

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有

（注）詳細は添付書類3ページの「2.サマリー情報（注記事項）に関する事項（２）四半期連結財務諸表の作成

に特有の会計処理の適用」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：無

②  ①以外の会計方針の変更 ：無

③  会計上の見積りの変更 ：無

④  修正再表示 ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

（注）期中平均株式数は、当社が設立された平成25年10月1日から平成25年12月31日の期間で算出しています。

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、四半期決算短信の開示時点

において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続きは終了しておりません。

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績の見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、当社としてその実現を約束する主旨のものではありません。実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定および業績予想のご利用にあたっての

注記事項等については、添付資料3ページの「1.当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予

測情報に関する説明」をご覧ください。

※ その他特記事項

1. 当第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）の四半期連結財務諸表は、単独株式

移転により完全子会社となった日本カーリット（株）の四半期連結財務諸表を引継いで作成しております。

2. 当四半期連結会計期間（平成25年10月１日から平成25年12月31日まで）は、当社設立後最初の四半期連結会計期

間ですが、「第３四半期連結会計期間」として記載しております。

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年３月期３Ｑ 20,600,000株 25年３月期 －株

②  期末自己株式数 26年３月期３Ｑ 9,023株 25年３月期 －株

③  期中平均株式数（四半期累計） 26年３月期３Ｑ 20,593,985株 25年３月期３Ｑ －株
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当社は、平成25年10月1日に単独株式移転により日本カーリット株式会社の完全親会社として設立いたしました

が、連結の範囲につきましては、それまでの日本カーリット㈱の連結の範囲と実質的な変更はございません。以下

の記述におきましては、前年同四半期と比較を行っている項目については日本カーリット㈱の平成25 年３月期第

３四半期連結累計期間（平成24 年４月１日から平成24 年12 月31 日まで）との比較、また、前連結会計年度末比

較を行っている項目については日本カーリット㈱の平成25 年３月期連結会計年度末（平成25 年３月31 日）との

比較を行っております。

当社セグメントの概要については本添付書類8ページ「４．四半期連結財務諸表（５）セグメント情報等」をご

覧ください。

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間（平成25年４月～平成25年12月）における日本経済は、アベノミクスがもたらした

株高・円安の効果に加え、消費税率引き上げを見越した駆け込み需要などにより景気回復局面に入ってまいりまし

た。しかし、一方では国内の消費税増税後に予想される反動、アメリカでの財政問題、欧州・新興国での経済・政

情不安など、先行き不透明な状況が続いております。

当社グループは、「事業領域の拡大、市場の拡大、シェアの拡大という３つの拡大戦略により売上高500億円の

化学会社への成長」を基本方針に平成23年度よりスタートしました中期３カ年経営計画「飛躍500」の最終年度を

迎え、その目標達成のため、また更なる永続的な発展の礎を築き企業価値を高める経営構造改革を実施するため、

平成25年10月１日をもちまして、純粋持株会社「カーリットホールディングス株式会社」を設立し純粋持株会社制

へ移行いたしました。《信頼と限りなき挑戦》を企業理念とし、「不朽なる技術の進展」と「継続ある事業基盤の

確立」をビジョンに掲げ、創業100年に向けさらなる企業価値の向上を目指しております。その一環とし、平成25

年10月７日に、建築物、工作物、上下水・排水処理施設等の設計および監理等を行う㈱総合設計を連結子会社とい

たしました。

このような状況の中、売上面では、「化学品事業部門」の化薬分野では産業用爆薬の増販、自動車用緊急保安

炎筒は新車装着用・車検交換用ともに増販、信号炎管も増販となりました。化成品分野では、塩素酸ナトリウムは

大幅な増販となりましたが、亜塩素酸ナトリウムと過塩素酸アンモニウムは減販となりました。電子材料分野で

は、チオフェン系材料とトナー用電荷調整剤は増販となったものの、近赤外線吸収色素は大幅な減販となりまし

た。

「ボトリング事業部門」では缶飲料の受注減と委託商品の減少などにより減販となりました。

「産業用部材事業部門」の半導体用シリコンウェーハは新製品の上市が実現したことにより増販、耐火・耐熱

金物等は減販となりました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の連結売上高は、289億7千6百万円（前年同期比 5億4千3百万円増

同1.9%増）となりました。

一方、損益面では、グループを挙げて原価低減に努めましたが、連結営業利益は9億2千2百万円（前年同期比

1億5千7百万円減 同14.6%減）、連結経常利益は10億5百万円（前年同期比 1億8千7百万円減 同15.7%減）とな

りました。また、連結四半期純利益は5億3千9百万円（前年同期比 8億1千9百万円減 同60.3%減）となりまし

た。

「化学品事業部門」

産業用爆薬は、北海道北斗市でのサイトミキシングによる納入が開始したことおよび石灰・砕石向けが増加し

たことにより増販となりました。

自動車用緊急保安炎筒のうち、新車装着用は広域回収に伴う製品価格の改定と消費税率引き上げを見越した駆

け込み需要により増販となりました。また、車検交換用は緊急脱出時のガラス破壊機能付「ハイフレヤープラスピ

ック」への切替とともに交換促進を実施し、増販となりました。信号炎管は、鉄道用、高速道路向けともに増販と

なりました。

化成品分野では、塩素酸ナトリウムは紙パルプメーカーへのシェアの拡大により大幅な増販となりました。一

方、亜塩素酸ナトリウムは需要減により、また過塩素酸アンモニウムはHⅡ－Aロケットの打上げ予定は前年並みな

がら、納入時期が前連結会計年度と異なったことから減販となりました。緑化関連製品は、緑地管理分野での需要

減により減販となりました。

電子材料分野では、機能性高分子コンデンサ向けピロール関連製品がパソコンの販売減などにより大幅な減販

となりましたが、チオフェン系材料は増販となりました。電気二重層キャパシタ用電解液と電池材料向けの過塩素

酸リチウムは、需要減により減販となりました。

光機能材料の近赤外線吸収色素はプラズマテレビの販売不振の影響などにより大幅な減販となりました。ま

た、イオン導電材料は、イオン液体が減販となりましたが、トナー用電荷調整剤は増販となりました。

１．当四半期決算に関する定性的情報
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これらの結果、当事業部門全体の売上高は、108億9千6百万円、営業利益は6億5千7百万円となりました。

「ボトリング事業部門」

飲料市場は、前年から継続している炭酸製品の市場拡大と好天の影響で順調に推移したものの、缶コーヒー市

場は、ショップコーヒーの店舗数増加、ファーストフード店での低価格コーヒーの販売、コンビニエンスストアー

でのカップコーヒーの増加により苦戦を強いられております。

このような環境の下、当事業部門全体では、缶飲料の受注減と委託商品の減販および販売単価低下等の影響に

より、売上高は142億6千万円、営業利益は2億1千9百万円となりました。

「産業用部材事業部門」

前年に続き苦境に立たされている国内の半導体業界において、前年度より目標としていた新製品ウェーハの上

市が実現し増販となりました。

研削材は、円安の影響による購入原料の価格上昇、出荷の前年割れが影響し減販となりました。

耐火・耐熱金物等は、鉄鋼業界の統合・合併による設備投資案件の減少、都市ごみ焼却場の新設案件の減少と

納入時期が来期以降になることにより減販となりました。

これらの結果、当事業部門全体の売上高は、35億3千9百万円、営業利益は1億3千9百万円となりました。

（２）財政状態に関する説明

総資産は406億6千8百万円となり、前連結会計年度末に比べ43億円増加いたしました。これは、固定資産が42億1

千6百万円増加したことなどによります。

負債は222億8千6百万円となり、前連結会計年度末に比べ33億9千8百万円増加いたしました。これは、有利子負

債が11億2百万円増加、設備購入等による未払金が8億6千3百万円増加、長期預り金が9億6千7百万円増加したこと

などによります。

純資産は183億8千2百万円となり、前連結会計年度末に比べ9億2百万円増加いたしました。これは、四半期純利

益等の計上により利益剰余金が3億5千2百万円増加、その他有価証券評価差額金が6億5千3百万円増加したことなど

によります。

以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末の47.6％から45.2％となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

連結業績予想につきましては、平成25年10月30日の平成26年3月期第2四半期決算短信で公表しました連結通期業

績予想から変更はありません。

（注）業績予想につきましては、本資料の発表日において入手可能な情報に基づいて当社で判断したものであり、

実際の業績は今後の様々な要因により予想値と異なる場合があります。

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

該当事項はありません。

なお、平成25年10月7日付で、㈱総合設計の全株式を取得し連結子会社としております。

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

税金費用の計算

税金費用については、当第3四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

該当事項はありません。

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項
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４．四半期連結財務諸表
（１）四半期連結貸借対照表

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,456

受取手形及び売掛金 8,951

商品及び製品 1,439

仕掛品 328

原材料及び貯蔵品 1,275

その他 1,503

貸倒引当金 △9

流動資産合計 15,946

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 7,693

機械装置及び運搬具（純額） 3,830

土地 4,907

その他（純額） 1,607

有形固定資産合計 18,039

無形固定資産

のれん 613

その他 63

無形固定資産合計 677

投資その他の資産

投資有価証券 5,113

その他 891

貸倒引当金 △0

投資その他の資産合計 6,004

固定資産合計 24,721

資産合計 40,668
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,761

短期借入金 4,475

1年内返済予定の長期借入金 860

未払法人税等 112

その他の引当金 455

その他 2,308

流動負債合計 13,973

固定負債

長期借入金 2,269

退職給付引当金 752

資産除去債務 41

その他 5,249

固定負債合計 8,312

負債合計 22,286

純資産の部

株主資本

資本金 1,204

資本剰余金 346

利益剰余金 14,910

自己株式 △4

株主資本合計 16,456

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,837

繰延ヘッジ損益 13

為替換算調整勘定 75

その他の包括利益累計額合計 1,926

純資産合計 18,382

負債純資産合計 40,668
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
（四半期連結損益計算書）
（第３四半期連結累計期間）

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

売上高 28,976

売上原価 24,728

売上総利益 4,247

販売費及び一般管理費 3,324

営業利益 922

営業外収益

受取利息 2

受取配当金 85

雑収入 56

営業外収益合計 145

営業外費用

支払利息 45

持分法による投資損失 3

雑損失 13

営業外費用合計 62

経常利益 1,005

特別利益

固定資産売却益 7

負ののれん発生益 52

特別利益合計 60

特別損失

固定資産売却損 42

固定資産除却損 42

特別損失合計 84

税金等調整前四半期純利益 980

法人税等 440

少数株主損益調整前四半期純利益 539

四半期純利益 539
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（四半期連結包括利益計算書）
（第３四半期連結累計期間）

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 539

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 653

繰延ヘッジ損益 13

為替換算調整勘定 43

その他の包括利益合計 710

四半期包括利益 1,250

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,250
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該当事項はありません。

該当事項はありません。

１．報告セグメントの概要

当社は平成25年10月1日に単独株式移転により設立いたしました。

当社グループガバナンス体制につきましては、持株会社制移行に伴い当社を中心としたグループガバナンス体制と

なりましたので、以下の通りの事業セグメント及び報告セグメントとしております。

当社グループの事業セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行なう対象となっているものです。

当社グループは、化学品の製造販売を基盤としながらも、ボトリング事業をはじめ各種事業を行なっており、グル

ープ内の各社はそれぞれ独立して、取り扱う製品・サービスについて国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業

活動を展開しています。

したがって、当社グループの事業セグメントの識別は会社を単位としていますが、経済的特徴、製品及びサービ

スの内容等において類似性が認められるものについて集約し、「化学品」、「ボトリング」、「産業用部材」の３

つを報告セグメントとしています。

各報告セグメントに属する主要な製品・サービスは以下の通りです。

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年12月31日）

(注)「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主要な製品・サービスは請

負工事、塗料・塗装、設計等であり、持株会社である当社を含んでおります。

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（５）セグメント情報等

報告セグメント 主 要 な 製 品 ・ サ ー ビ ス

化 学 品

＜化薬分野＞

産業用爆薬、自動車用緊急保安炎筒、信号炎管、煙火用材料

＜化成品分野＞

塩素酸ナトリウム、過塩素酸アンモニウム、亜塩素酸ナトリウム、農薬、電極、過塩素酸

＜電子材料分野＞ 

有機導電材料、光機能材料、イオン導電材料

ボトリング 清涼飲料水のボトリング加工

産業用部材 半導体用シリコンウェーハ、研削材、耐火・耐熱金物

（単位：百万円）

報告セグメント
その他
(注)

合計
化学品

ボト
リング

産業用
部材

計

売上高

外部顧客への売上高 10,559 14,260 3,531 28,350 625 28,976

セグメント間の内部売上高

又は振替高
337 － 8 346 731 1,077

計 10,896 14,260 3,539 28,696 1,357 30,054

セグメント利益（営業利益）

又は損失（△）
657 219 139 1,017 △35 981
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３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

当第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年12月31日）

重要な会社分割

当社は、平成26年1月30日開催の取締役会において、当社子会社である日本カーリット㈱の関係会社および不動産等管

理に係る事業を会社分割し、当社が承継することを決議するとともに、日本カーリット㈱と吸収分割契約を締結すること

を決議いたしました。

１．会社分割の目的

当社グループは、継続的な成長やさらなる業容の拡大など、企業価値をより高めることを目的として、グループ

全体の経営戦略の策定と業務執行機能を分離した「純粋持株会社」体制へ移行いたしました。

その第１ステップとして、当社を株式移転設立完全親会社、日本カーリット㈱を株式移転完全子会社とする株式

移転により、平成25年10月１日付で当社を設立いたしました。

今般、第２ステップとして、日本カーリット㈱の関係会社および不動産等管理に係る事業を当社に承継させる吸

収分割契約を日本カーリット㈱との間で締結いたしました。

新体制の下、戦略的事業再編やガバナンス体制の強化を積極的に実施し、永続的な発展の礎を築いてまいりま

す。

（会社分割後のグループ体制）

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 1,017

「その他」の区分の利益 △35

セグメント間取引消去 △58

四半期連結損益計算書の営業利益 922

（６）重要な後発事象
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（参考）分割後の子会社の概要

２．会社分割の要旨

(1)会社分割の日程

取締役会決議日 平成26年１月30日（木）

契約締結日 平成26年１月30日（木）

効力発生日 平成26年４月１日（火）（予定）

（注）本件分割は、承継会社である当社においては会社法第796条第３項に規定する簡易分割に該当し、ま

た、分割会社である日本カーリット㈱においては会社法第784条第１項に規定する略式分割に該当するた

め、両社は、株主総会の承認を受けることなく本件分割を行います。

(2)分割方式

当社の完全子会社である日本カーリット㈱を吸収分割会社とし、当社を吸収分割承継会社とする吸収分割

です。

(3)分割に係る割当ての内容

 本件分割において、日本カーリット㈱に割り当てられる当社の株式その他の金銭はありません。

(4)会社分割により増加する資本金

分割により増加する資本金の額はありません。

(5)承継会社が承継する権利義務

 日本カーリット㈱の関係会社および不動産等管理に係る事業に関して有する権利義務の一部を承継いた

します。

３．分割当事会社の概要（平成25年10月１日現在）

名 称 事業内容

日本カーリット㈱ 化薬・化学品・電子材料品等の製造・販売および危険性評価試験並

びに電池試験の請負

ジェーシーボトリング㈱ 清涼飲料水のボトリング加工・販売

㈱シリコンテクノロジー 半導体用単結晶シリコンおよび半導体用シリコンウェーハの製造・

販売

カーリット産業㈱ エンジニアリング・建設業務・白蟻防除の施工・請負

日本研削砥粒㈱ 研削材・耐火材・研磨関連製品の製造・販売

第一薬品興業㈱ 火薬原料・工業薬品の販売

富士商事㈱ 工業用塗料販売および塗装工事

並田機工㈱ 各種耐火・耐熱金物等の製造・販売

㈱総合設計 建築物、工作物、上下水・排水処理施設等の設計および監理

（１）名称 日本カーリット株式会社

（分割会社）

カーリットホールディングス株式会社

（分割承継会社）

（２）事業内容 化薬・化学品・電子材料品等の製造・

販売および危険性評価試験並びに電池

試験の請負

化薬、化学品、ボトリング、シリコン

ウェーハ事業等を行う子会社等の経営

管理およびそれに附帯または関連する

業務

（３）設立年月日 昭和９年３月24日 平成25年10月１日

（４）所在地 東京都中央区京橋一丁目17番10号 東京都中央区京橋一丁目17番10号

（５）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 富沢 満 代表取締役会長兼社長 出口和男

（６）資本金 百万円1,204 百万円1,204

（７）発行済株式数 株20,600,000 株20,600,000

（８）決算期 ３月31日 ３月31日
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４．承継する事業部門の概要

(1)承継する部門の事業内容

 日本カーリット㈱の関係会社および不動産等管理に係る事業の一部

  (2)承継する部門の経営成績（平成25年3月期実績）

  (3)承継する資産、負債の金額（平成25年９月30日現在）

（注）実際に承継する金額は、上記金額に効力発生日の前日までの増減を加除したものとなります。

    (4)会社分割後の当社の状況

商号、事業内容、本店所在地、代表者の役職・氏名、資本金および決算期のいずれも、本件分割による変更

はありません。

(5)連結業績に与える影響

本件分割は、当社と完全子会社との吸収分割によるものであり、当社の連結業績に与える影響は軽微であり

ます。

 ５．会計処理の概要

企業会計上の「共通支配下の取引」として処理いたします。

（単位：百万円）

売上高 －

（単位：百万円）

資産 12,008 負債 8,967
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